
平成 30 年度 琴浦町国民健康保険運営協議会（第 2 回）日程 
 

日時 平成 31 年 2 月 21 日(木) 14:00～16:00 
場所 琴浦町役場本庁舎 第 2 会議室 

 
１ 開  会 
 
２ 挨  拶 
 
３ 議  事 
 
（１）会議録署名委員指名 

 

                                   

（２）平成 30 年度国民健康保険特別会計執行見込について 
① 年齢別保険給付費 推移（平成 22 年度～平成 30 年度見込）・・・・・・・・・P 1 
② 年齢区分別１人当たり保険給付 推移（平成 22 年度～平成 30 年度見込）・・・P 2 
③ 琴浦町人口と国保被保険者数の推移（平成 20 年 4 月～平成 31 年 1 月）・・・ P 3 
④ 琴浦町人口と保険別被保険者数推移（平成 20 年 4 月～平成 31 年 1 月）・・・・P4 
⑤ 平成 30 年度国保税収納状況（1 月末）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 5 
⑥ 平成 30 年度琴浦町国民健康保険特別会計補正予算（第５号）について・・・・P6 
⑦ 平成 30 年度国保保健事業実施状況（中間報告）・・・・・・・・・・・・・P 7～12 
⑧ 第 2 期琴浦町データヘルス計画の進捗状況について・・・・・・・・・・P 13～18 

 
（３）平成 31 年度国民健康保険について 
  ①平成 31 年度国民健康保険特別会計当初予算（案）・・・・・・・・・・・P19～20 
  ②平成 31 年度国民健康保険税率（案）・・・・・・・・・・・・・・・・・P21～23 
 
（４）その他 

① ジェネリック医薬品数量シェア推移（平成 26 年 4 月分から）・・・・・・・・P24 
 
【別添資料】 
（別紙 1）予算関係資料及び国保税関係資料 
（別紙 2）平成 30 年度国民健康保険特別会計補正一覧 
（別紙 3）平成 31 年度国民健康保険特別会計予算（案）一覧 
（別紙 4）平成 31 年度納付金等一覧 
 
４ 閉  会 



出席 欠席

安 谷 潔 美 ○

入 江 里 美 ○

前 田 博 司 ○

三 浦 勝 美 ○ 農業委員会

田 中 千 明 ○ 食生活改善推進員

藤 本 多 津 子 ○ 民生児童委員

青 木 哲 哉 ○

石 亀 裕 通 ○

松 本 恵 吾 ○

氏　　名

小 松 弘 明

大 田 晃 弘

大 田 望

難 波 浩 幸

高 多 佑 典

黒 木 裕 子

会議出席者一覧

平成３０年度琴浦町国民健康保険運営協議会
（平成３１年２月２１日）
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takata
タイプライターテキスト
全体的な特徴・被保険者数は徐々に減少する中、保険給付費はあまり変わっていない。・全体に占める高齢者の医療費の割合が徐々に上がっている。

takata
タイプライターテキスト
平成30年度の特徴・例年と異なり保険給付費が減少傾向にあり、昨年と比較して約1億円の減少が見込　まれる。
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長方形
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長方形

takata
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takata
長方形

takata
タイプライターテキスト
○全体的な特徴　年を追うごとに各年代とも一人当たり医療費は増加傾向にあります。

takata
タイプライターテキスト
○平成30年度の特徴・保険給付費が減少しているように、各年代の一人当たり医療費も昨年より減少傾向にあります。・全体の平均ではH29：351,208円 → H30：343,277円（△7,931円）となっています。・特に60～64歳の減少傾向が顕著です（H30：314,633円（△41,495円））。

takata
長方形

takata
タイプライターテキスト
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takata
タイプライターテキスト
琴浦町人口と国保被保険者数の推移

takata
タイプライターテキスト
（単位：人）

takata
タイプライターテキスト
○町の人口が減少していくのと同様に、国保の被保険者数も 減少を続けています。

takata
長方形
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タイプライターテキスト
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琴浦町人口と保険別被保険者数推移

国保被保険者数 後期高齢被保険者数 その他被保険者数 総人口

takata
タイプライターテキスト
（単位:人）

takata
タイプライターテキスト
○後期高齢者医療、その他の健康保険（協会けんぽ、健保組合、共済組合等）の被保険者数がほぼ変わらない中、国保だけが人口減少とともに被保険者数の減少を続けています。その他の健康保険が加入要件（賃金等）を拡大させることで被保険者数を保っているため、人口減少のあおりを国保が受けていることが原因と考えられます。

takata
長方形

takata
タイプライターテキスト
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作成日 平成31年2月1日

予算現額 調定済額 収入済額 未収額 不納欠損額 還付未済額 収入未済額 徴収率％ 予算現額 調定済額 収入済額 未収額 不納欠損額 還付未済額 収入未済額 徴収率％

281,600,000 327,508,921 227,113,829 100,395,092 398,380 100,793,472 69.35 291,408,000 342,767,138 233,015,995 109,751,143 428,914 110,180,057 67.98 1.37

現年課税分 271,165,000 283,510,188 214,568,317 68,941,871 398,380 69,340,251 75.68 278,250,000 288,284,300 217,865,830 70,418,470 428,914 70,847,384 75.57 0.11

滞納繰越分 10,435,000 43,998,733 12,545,512 31,453,221 31,453,221 28.51 13,158,000 54,482,838 15,150,165 39,332,673 39,332,673 27.81 0.71

278,808,000 324,721,246 225,190,554 99,530,692 398,380 99,929,072 69.35 283,002,000 336,806,756 228,717,796 108,088,960 423,571 108,512,531 67.91 1.44

現年課税分 268,525,000 281,396,804 212,864,187 68,532,617 398,380 68,930,997 75.65 270,016,000 283,415,988 213,948,618 69,467,370 423,571 69,890,941 75.49 0.16

滞納繰越分 10,283,000 43,324,442 12,326,367 30,998,075 30,998,075 28.45 12,986,000 53,390,768 14,769,178 38,621,590 38,621,590 27.66 0.79

2,792,000 2,787,675 1,923,275 864,400 864,400 68.99 8,406,000 5,960,382 4,298,199 1,662,183 5,343 1,667,526 72.11 -3.12

現年課税分 2,640,000 2,113,384 1,704,130 409,254 409,254 80.64 8,234,000 4,868,312 3,917,212 951,100 5,343 956,443 80.46 0.17

滞納繰越分 152,000 674,291 219,145 455,146 455,146 32.50 172,000 1,092,070 380,987 711,083 711,083 34.89 -2.39

98,259,000 109,799,326 78,902,206 30,897,120 43,562 30,940,682 71.86 100,030,000 113,307,281 80,521,789 32,785,492 76,477 32,861,969 71.06 0.80

現年課税分 94,871,000 99,220,722 74,931,272 24,289,450 43,562 24,333,012 75.52 96,728,000 101,309,700 76,438,620 24,871,080 76,477 24,947,557 75.45 0.07

滞納繰越分 3,388,000 10,578,604 3,970,934 6,607,670 6,607,670 37.54 3,302,000 11,997,581 4,083,169 7,914,412 7,914,412 34.03 3.50

97,286,000 108,887,960 78,229,310 30,658,650 43,562 30,702,212 71.84 97,117,000 111,355,012 79,079,600 32,275,412 74,020 32,349,432 71.02 0.83

現年課税分 93,945,000 98,477,635 74,332,654 24,144,981 43,562 24,188,543 75.48 93,857,000 99,610,123 75,071,664 24,538,459 74,020 24,612,479 75.37 0.12

滞納繰越分 3,341,000 10,410,325 3,896,656 6,513,669 6,513,669 37.43 3,260,000 11,744,889 4,007,936 7,736,953 7,736,953 34.12 3.31

973,000 911,366 672,896 238,470 238,470 73.83 2,913,000 1,952,269 1,442,189 510,080 2,457 512,537 73.87 -0.04

現年課税分 926,000 743,087 598,618 144,469 144,469 80.56 2,871,000 1,699,577 1,366,956 332,621 2,457 335,078 80.43 0.13

滞納繰越分 47,000 168,279 74,278 94,001 94,001 44.14 42,000 252,692 75,233 177,459 177,459 29.77 14.37

31,433,000 38,818,740 25,218,283 13,600,457 18,558 13,619,015 64.96 34,466,000 41,904,480 27,206,669 14,697,811 10,009 14,707,820 64.93 0.04

現年課税分 29,746,000 32,178,990 23,319,231 8,859,759 18,558 8,878,317 72.47 32,342,000 33,576,800 24,545,724 9,031,076 10,009 9,041,085 73.10 -0.64

滞納繰越分 1,687,000 6,639,750 1,899,052 4,740,698 4,740,698 28.60 2,124,000 8,327,680 2,660,945 5,666,735 5,666,735 31.95 -3.35

30,787,000 38,031,417 24,687,544 13,343,873 18,558 13,362,431 64.91 31,949,000 40,209,886 26,020,568 14,189,318 10,009 14,199,327 64.71 0.20

現年課税分 29,146,000 31,577,384 22,847,644 8,729,740 18,558 8,748,298 72.35 29,867,000 32,154,498 23,432,475 8,722,023 10,009 8,732,032 72.87 -0.52

滞納繰越分 1,641,000 6,454,033 1,839,900 4,614,133 4,614,133 28.51 2,082,000 8,055,388 2,588,093 5,467,295 5,467,295 32.13 -3.62

646,000 787,323 530,739 256,584 256,584 67.41 2,517,000 1,694,594 1,186,101 508,493 508,493 69.99 -2.58

現年課税分 600,000 601,606 471,587 130,019 130,019 78.39 2,475,000 1,422,302 1,113,249 309,053 309,053 78.27 0.12

滞納繰越分 46,000 185,717 59,152 126,565 126,565 31.85 42,000 272,292 72,852 199,440 199,440 26.76 5.10

406,881,000 471,640,623 328,107,408 143,533,215 460,500 143,993,715 69.57 412,068,000 488,371,654 333,817,964 154,553,690 507,600 155,061,290 68.35 1.21

現年課税分 391,616,000 411,451,823 310,044,485 101,407,338 460,500 101,867,838 75.35 393,740,000 415,180,609 312,452,757 102,727,852 507,600 103,235,452 75.26 0.10

滞納繰越分 15,265,000 60,188,800 18,062,923 42,125,877 42,125,877 30.01 18,328,000 73,191,045 21,365,207 51,825,838 51,825,838 29.19 0.82

4,411,000 4,486,364 3,126,910 1,359,454 1,359,454 69.70 13,836,000 9,607,245 6,926,489 2,680,756 7,800 2,688,556 72.10 -2.40

現年課税分 4,166,000 3,458,077 2,774,335 683,742 683,742 80.23 13,580,000 7,990,191 6,397,417 1,592,774 7,800 1,600,574 80.07 0.16

滞納繰越分 245,000 1,028,287 352,575 675,712 675,712 34.29 256,000 1,617,054 529,072 1,087,982 1,087,982 32.72 1.57

395,782,000 414,909,900 312,818,820 102,091,080 460,500 102,551,580 75.39 407,320,000 423,170,800 318,850,174 104,320,626 515,400 104,836,026 75.35 0.05

15,510,000 61,217,087 18,415,498 42,801,589 42,801,589 30.08 18,584,000 74,808,099 21,894,279 52,913,820 52,913,820 29.27 0.82

411,292,000 476,126,987 331,234,318 144,892,669 460,500 145,353,169 69.57 425,904,000 497,978,899 340,744,453 157,234,446 515,400 157,749,846 68.43 1.14

3,047,000 5,117,305 5,117,305 100.00 2,384,000 4,140,384 4,140,384 100.00

414,339,000 481,244,292 336,351,623 144,892,669 460,500 145,353,169 69.89 428,288,000 502,119,283 344,884,837 157,234,446 515,400 157,749,846 68.69 1.21合　　　計

一般被保険者保険税

退職被保険者保険税

現年課税分

滞納繰越分

本　税　計

延　滞　金

(2) 退職被保険者保険税

介護納付金分

(1) 一般被保険者保険税

(2) 退職被保険者保険税

(1) 一般被保険者保険税

(2) 退職被保険者保険税

後期高齢者支援金分

(1) 一般被保険者保険税

１.国民健康保険税

医療給付費分

平成30年度収納状況の対前年比較表（平成31年1月末）

税目名

1月月末納付状況
徴収率
対前年

30年度 29年度

takata
タイプライターテキスト
－５－



平成３０年度琴浦町国民健康保険特別会計補正予算（第５号）について 

あらまし 今年度の事業費の決算見込みによる減額補正を行います。また、実績見込みに

よる国民健康保険税の剰余金を財政調整基金に積み立てます。 

内 容 

１ 補正額            [単位：千円] 

補正前予算額 補正額 補正後予算額 

2,209,132 △71,800 2,137,332 

 

２ 主な計上内容 

(１) 総務費 [△607 千円] 

今年度の決算見込みにより減額補正します。 

ア 経費 総務費 [△607 千円] 

イ 財源 一般会計繰入金(職員給与費等繰入金)[△607 千円] 

 

（２）保険給付費[△82,809 千円] 

今年度の決算見込みにより減額補正します。 

ア 経費 保険給付費[△82,809 千円] 

イ 財源 

(ア) 普通交付金[△81,649 千円] 

→（イ）、（ウ）以外の保険給付費 

(イ) 一般会計繰入金(出産育児一時金等)[△840 千円] 

  →出産育児一時金×2/3 

（ウ） 一般財源（国保税）[△320 千円] 

   →出産育児一時金×1/3、葬祭費 

 

（３）基金積立金[12,690 千円] 

実績見込みによる国民健康保険税の剰余金と基金利子を積み立てします。 

ア 経費 財政調整基金積立金 [12,690 千円] 

イ 財源 一般財源（国保税）[12,689 千円]、利子[1 千円] 

 

（４）保健事業費[△1,072 千円] 

今年度の決算見込みにより減額補正します。 

ア 経費 保健事業費 [△1,072 千円] 

イ 財源 

(ア) 特別交付金（特別調整交付金）[△517 千円] 

→健診受診勧奨センター委託料 

（イ） 一般財源（国保税）[△555 千円] 

   →その他の保健事業費 

 

備 考 平成 30 年度末基金残高について（見込み） 

基金残高 1,499 千円＋24,813 千円（基金積立）＋2千円（利子）＝26,314 千円 
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平成 30 年度国保保健事業について（報告） 

 

 

①国保特定健康診査（特定健診） 

  平成 30 年度の特定健診の対象者数は 3,490 人（前年 3,633 人）で受診者数は 1 月 31 日

時点における報告分で集計したところ 1,193 人（前年比＋７人）でした。受診率は 34.2％

（前年比＋1.3％）という結果となりました。 

  受診者の動向としては、集団セット検診での受診者が 678 人（前年比△36 人、△5.0％）、

医療機関での受診が 515 人（＋43 人、＋9.1％）という結果となりました。 

  平成 27 年度の 38.7％をピークに平成 29 年度は 32.8％と下げる結果となり、平成 30 年

度は受診率の回復を目指し取り組んできました。受診期間の末日である２月末まであと１

月を残し、平成 28 年度水準（34.6％）を若干下回るまで回復しています。受診期間の延長

にあわせ、郵送による受診勧奨のほかに、電話による受診勧奨などに取り組んだ成果が表

れているものと思われます。 

  地区別受診率では、対象者の多い八橋地区で昨年受診率を＋6.9％と大きく上回ったほか、

東伯中学校地区全体で受診率を上回る結果となった一方、赤碕中学校区で全地区が受診率

を下げる結果となり、地区間での受診率の増減がはっきり表れる結果となりました。 

  年代別受診率では、国保への異動が始まる 60－65 歳代で＋2.7％、最も対象者の多い 70

歳代で＋2.6％と受診率が回復したことが、全体の受診率に大きく影響を与える結果となり

ました。 
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○未受診者への対応 

１．未受診者への特定健診受診勧奨通知 

  現在、10 月 15 日現在で特定健診の受診を確認できていない者を対象に、11 月 2 日付け

で受診を勧奨する通知を世帯ごとに発送しました。 
 
２．被保険者の特定健診に相当するデータの提供依頼 

  １とあわせて、広く被保険者の健康状態を把握するため、本人からの特定健診に相当す

るデータの提供をお願いするとともに、本人同意に基づく医療機関からの診療データの提

供について、町内の８医療機関と契約を行い、11 月より取り組みを行い、現時点で 49 件

の提供がありました。また、職場の定期健診受診者や契約医療機関外で個人的に受診され

た方などの情報提供も 22 件ありました。 
 
３．鳥取県受診勧奨センターとの連携による受診勧奨事業 

 今年度、鳥取県が（株）キャンサースキャン（東京都）と契約を行い、特定健診の未受

診者に対し電話にて勧奨を行うコールセンター事業を 12 月より実施、町の職員による受診

勧奨を 1 月より実施し、合計 600 件の電話勧奨対象者に対し、電話による受診のお願いを

しました。 
 
４．医療機関委託の受診期間の延長 

  昨年度まで 12 月末までの受診期限だった医療機関委託健診を 2 月末までに延長してい

ます。1月末時点で把握した1月の受診者数は25人で、受診率の向上につながっています。 
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◎地区別受診率の比較 
  地区別で比較した結果では、全体として、対象者の多い八橋地区で受診率が＋6.5％と大

きく伸びたことが影響し、受診率が増える結果となった。東伯中学校区で概ね受診率が回

復しているものの、赤碕中学校区での受診率が全地区で減少。地区間の傾向が顕著に現れ

る結果となった。 
 
１．平成３０年度地区別受診率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．平成２９年度との比較 
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◎年代別受診率の推移 
  69 歳以下の受診率は＋0.65％と微増。60 歳～64 歳の受診率が＋2.9%、70 歳以上の受

診率が＋2.6％と回復が見られたことが大きい。 
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②特定保健指導 

  平成 30 年度の特定保健指導利用者数は、63 人（△23 人）と減少しましたが 50％とい

う高い実施率を維持できています。集団セット検診会場で、過去 6 年間の検診結果を示し

ながらの初回面談や利用勧奨を行ったことが利用率の 50％台の維持につながったと思わ

れます。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③糖尿病・慢性腎臓病（ＣＫＤ）重症化予防訪問指導 

  特定健診の結果、血糖検査値（空腹時血糖値 110 以上、HbA1c 値 6.1％以上）、慢性腎

臓病（CKD）に係る検査値（eGFR 値 50 未満、尿たんぱく＋以上）に所見を有する者に

対し訪問指導を実施し、紹介状による医療機関への受診勧奨及び食事・運動などの生活指

導を行っています。 
  今年度は 12 月に 10 月までに受診した者より対象者の抽出を行い、14 人の訪問を実施。

9 人に紹介状を交付しました。現時点で 2 人の医療機関受診を確認しています。 
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健診受診勧奨センター事業について（経過報告） 

あらまし 
特定健診受診率の回復のため、県と共同で特定健診受診勧奨センター事業（コ

ールセンター）を実施しました。また、委託業者の分析データを元に町職員も受

診可能性の高い被保険者に対して電話勧奨を行いました。 

内 容 

１ 概要 

実 施 方 法  業者委託 

委 託 業 者  株式会社キャンサースキャン 

選 定 方 法  県がプロポーザルを実施 

参加市町村 岩美町 800 件 湯梨浜町 500 件 

契 約 金 額  

 143,832 円 

・単価 540 円×1.08×300 件×1/2（町負担） 

・その他（業務管理費用・回線使用費用） 

財 源 特別調整交付金 10/10 

 

２ 実施状況 

 電話勧奨の実施結果は次のとおりです。 

   
 

３ 効果検証について 

 今年度より個別健診の実施期間を 2 月末に延長したため、最終的な電話勧奨の

効果検証は 3 月以降に行う予定です。 

 

４ 平成 31 年度の事業実施について 

 実施時期の都合上、効果検証が終わっていませんが平成 31 年度も引き続き実

施する予定です（対象者数：350 人（全体の約 1 割））。 

 なお、県全体では 12 市町村（約 8,000 人）が実施予定としております。 
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第２期琴浦町国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）の進捗状況に

ついて 

 

＜計画期間＞ 

・平成30年度～35年度 

＜主な取り組み＞ 

・特定健診受診率の向上  

・糖尿病性腎症重症化予防、高血圧対策、脂質異常症の重症化予防 

・人工透析新規発症者数の抑制 

・ジェネリック医薬品普及率の向上 

 

 

事業１ 特定健診【中・長期的事業】 

①目標値  

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 

実施率 42.0% 47.0% 52.0% 57.0% 60.0% 60.0% 

  ②実施状況 

 平成２９年度 平成３０年度（１月末現在） 

対象者数 ３，６１５人 ３，４９０人 

受診者数 １，１８６人 １，１９３人 

受診率 ３２．８％ ３４．２％ 

   ※前年度に比べ受診率は増加しているが、目標値(4２％)の達成は厳しい見込。 

 

 

事業２ 特定保健指導【中・長期的事業】 

①目標値  

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 

実施率 45.0% 49.0% 53.0% 57.0% 60.0% 60.0% 

  ②実施状況 

 平成２９年度 平成３０年度（１月末現在） 

対象者数 
１２９人 

（積極的支援27人、動機付け支援102人） 

１２６人 

（積極的支援29人、動機付け支援97人） 

実施率 ６２．０％ －（６３名に初回面接を実施） 

※目標値(4５％)は達成できる見込。 
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事業３ 生活習慣病重症化予防【中・長期的事業】 

目的 

特定健診を受診の結果、 

・受診勧奨判定値以上であってメタボ判定が非該当の者 

・受診勧奨判定値以上であって健診異常値放置による受診勧奨対象である者 

などの、重症化する危険因子を持った方が医療機関を受診し、早期かつ継続

治療による重症化を予防することを目的とし、受診勧奨を実施します。 

実施内容 

・生活習慣病要治療者またはその予備群の被保険者に対して紹介状を発行

し、適正医療受診に繋げる取り組みを継続して行います。 

・健診および医療機関未受診者に対し、まずは早期に受診し自身の健康状態

を把握し、必要に応じて早期に専門機関を受診していただけるよう広報紙等に

より啓発を行なう。 

目標、 

評価指標 

アウトプット（結果） アウトカム（成果） 

対象者の医療機関受診率４０％以上（指導対象

者のうち、受診した人数より算出する） 

・生活習慣病に特化した医

療費等を減少させる（発症

または重症化予防による

効果指標）。 

・脳卒中、心筋梗塞等の疾

患で生活習慣病を基礎疾

患とする患者数を減少させ

る。 

実
施
状
況 

 平成２９年度 平成３０年度（２／１５現在） 

指導対象者 ４３５人 ４１６人 

医療機関受診者 ２０３人 １８５人 

受診率 ４６．７％ ４４．５％ 

※紹介状を交付したが受診をしていない人に対し、受診勧奨を行った。 

※目標値(医療機関受診率4０％以上)は達成。 
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事業４ 糖尿病性腎症重症化予防【中・長期的事業】 

目的 

糖尿病患者が増加する状況にある中で、合併症の一つである糖尿病性腎症

に着目し、腎不全による透析療法ステージに移行する前の糖尿病患者に対

し、個別の保健・生活指導を実施することで重症化（進行）や透析の導入を

防ぎ、ＱＯＬ の維持・向上を図ります。 

実施内容 

・ＨｂＡ1ｃ ６．１以上、ｅＧＦＲ ５０未満、尿蛋白＋以上の未治療者およびコ

ントロール不良者に対して紹介状を発行し、保健師、看護師が訪問し、受療

勧奨及び食事・運動等の生活習慣改善のための指導を行います。 

・訪問指導対象者の精密検査の受診状況を確認し、未受診者に対しては引

き続き受診勧奨を行います。 

・健診および医療機関未受診者に対し、まずは早期に受診し自身の健康状

態を把握し、必要に応じて早期に専門機関を受診していただけるよう広報紙

等により啓発を行なう。 

・平成３０年度に県が策定予定の糖尿病性腎症重症化予防プログラムに従

い、医療機関と連携し重症化予防に取り組む。 

目標、 

評価指標 

アウトプット（結果） アウトカム（成果） 

紹介状交付者の６０％以上が受診す

る（紹介状交付者のうち、受診した人

数より算出する）。 

全保健指導対象者の糖尿病性腎症

における病期進行者（人工透析移行

等）を０人とする。 

実
施
状
況 

 平成２９年度 平成３０年度（２／１５現在） 

訪問指導対象者 ９人 １４人 

紹介状交付者 ７人 ９人 

医療機関受診者 ５人 ２人 

受診率 ７１．４％ ２２．２％ 

※１２月下旬より訪問指導を開始したため、今後医療機関受診者数が増える見込。 
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事業５ 地域の健康課題 対策に向けた 健康づくり推進員及び食生活改善推進員

との連携事業【中・長期的事業】 

目的 

医療費分析等により各地域（中学校単位）の健康課題を明確にし、保険者と

健康づくり推進員及び食生活改善推進員との連携・協働を図りながら、健康

課題の解決に向けて取り組み、各地域住民の健康意識の高揚を図ります。 

実施内容 

・地域で活動されている健康づくり推進員等へ情報提供することで、地域に

おける健康課題を改めて認識していただくと伴に、目標達成に向けた地域活

動を支援します。 

・地域住民が主体的に健康づくりに関われるよう、まちの保健室事業の取り

組みを町全体に波及させます。 

目標、 

評価指標 

アウトプット（結果） アウトカム（成果） 

・各地域で健康課題解決に向けた

取り組みがなされる（新規の取り組み

またはバージョンアップした取り組み

の実施状況を確認する）。 

・健診受診率の目標値を達成する

（特定健診の目標値に対する達成

度）。 

・各地域での健康課題が改善される

（大分類または中分類での健康課題

としていた疾患に対する医療費等の

減少）。 

・各地域において、健康に対する特色

のある取り組みが活性化される。 

実
施
状
況 

平成２９年度 平成３０年度 

●栄養講座 

●部落健康教室 

●健康づくり推進員と 

食生活改善推進員への研修会 

●まちの保健室 

●糖尿病予防教室 

 

 

 

 

 

 

※前年に引き続き関係団体と連携して事業を実施。 
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事業６ 重複・頻回受診者訪問指導【短期的事業】 

目的 

同一の疾病で複数の医療機関を転々と受診する「重複受診」や１カ月の通院

回数が多い「頻回受診」は、行く先々で同じ治療・検査を受けることでの医療

費増大や薬の重複による副作用などの危険もあり、被保険者への経済的・身

体的負担等が増すとともに国保会計にも影響が生じることが懸念されることか

ら、重複・頻回受診者に対する訪問による働きかけを行うことにより、被保険

者の行動変容を促し、健康保持と医療費の適正化を図ります。 

実施内容 

被保険者のレセプトデータや保健支援事業システムをベースに、指導となる

者の抽出及び受診状況の把握を行い、重複・頻回受診が及ぼす弊害の啓

発（重複検査、重複服薬等）や食事・運動等生活改善の指導を行います。  

※同一の疾病で３医療機関以上かつ３カ月以上継続受診されている被保険

者または１カ月の通院日数が月１５日以上かつ３カ月以上継続受診している

被保険者とします。 

目標、 

評価指標 

アウトプット（結果） アウトカム（成果） 

指導対象者の医療費が、指導前と

比較して５０％減少する。 

（指導対象者の医療費を、指導前と

指導後で比較する） 

指導対象者数を５０％減少させる。 

 

・国の動向を受け、H30年度より重複・多剤服薬者に対する訪問指導へ変更し実

施。 

・同一薬効の薬剤が２ヶ所以上の医療機関から継続して処方されている被保険者を

抽出し、レセプトを確認した上で対象者を選定。→５名を選定 

・訪問指導後の投薬状況をレセプトより確認し、投薬に問題のあった人の５０％が改

善されることを成果とし評価を行う。 

※今年度新たに重複・多剤服薬者を対象としてリストアップを行ったが、前年度まで

に訪問指導を行った重複・頻回受診者もリストアップされてきている。訪問時には服

薬指導だけでなく医療機関の受診方法（回数）についても指導を行う。 
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事業７ ジェネリック医薬品差額通知【短期的事業】 

目的 

近年、医療の高度化等に伴い、家計に占める医療費の割合や国民健康保

険財政の負担が年々大きくなっている中でも、ジェネリック医薬品の使用を促

すことで、被保険者の治療にかかる費用負担を軽減するとともに国民健康保

険運営の安定化を図ります。 

実施内容 

・ジェネッリック医薬品差額通知書を年間４回送付し、国保被保険者へのジェ

ネッリック医薬品の普及に努める。 

※差額が１被保険者あたり３００円以上の場合通知を発行 

・ジェネリック医薬品希望カードを保険証一斉更新時に同封すると共に、国

保加入手続き時や広報誌等での啓発を行なう。 

目標、 

評価指標 

アウトプット（結果） アウトカム（成果） 

ジェネリック医薬品普及率（数量ベ

ース）が年々向上する（普及率の年

度平均を比較する）。 

ジェネリック医薬品普及率（数量ベー

ス）が８０％以上になる。 

実
績
状
況 

 平成２９年度 平成３０年度（１２月診療分まで） 

普及率 ７４．９％ ７７．４％ 

普及率 

（対前年度） 

＋２．３ 

ポイント 

＋２．５ 

ポイント 

※前年度に比べジェネリック医薬品普及率は増加しているが、目標値(８０％)の達成

は厳しい見込。 
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平成３１年度当初予算について 
あらまし 平成 31 年度琴浦町国民健康保険事業の運営に係る経費を予算計上するもの。 

内 容 

１ 予算額               [単位：千円] 

当初予算額 前年度当初予算額 比較増減 

2,092,715 2,164,964 △72,249 

 

２ 主な計上内容 

(１) 総務費 [23,318 千円] 

職員給与等、事務費、国保連合会負担金、運営協議会費他 

ア 経費 

(ア) 総務管理費・徴収費 [23,262 千円] 

(イ) 運営協議会費[56 千円] 

イ 財源 

   一般会計繰入金(職員給与費等繰入金)[23,318 千円] 

 

（２）保険給付費[1,528,404 千円] 

被保険者への保険給付に充てるもの。 

ア 経費 

(ア) 療養諸費[1,314,301 千円] 

(イ) 高額療養費[207,614 千円] 

(ウ) 移送費[20 千円] 

(エ) 出産育児諸費（13 件）[5,460 千円] 

(オ) 葬祭諸費（36 件）[720 千円] 

(カ) 高額介護合算療養費[289 千円] 

イ 財源 

   (ア) 普通交付金[1,522,224 千円] 

   (イ) 一般会計繰入金(出産育児一時金等)[3,640 千円] 

（ウ） 一般財源（国保税）[2,540 千円] 

 

（３）国民健康保険事業費納付金[517,221 千円](対前年＋24,021 千円) 

県から交付される交付金の財源として、県に納付するもの。 

ア 経費 

(ア) 医療給付費分[377,470 千円]（ 〃 ＋25,318 千円） 

(イ) 後期高齢者支援金等分[109,037 千円]（ 〃 ＋3,271 千円） 

(ウ) 介護納付金分[30,714 千円]（ 〃 △4,568 千円） 

イ 財源 

(ア) 県支出金等[15,566 千円] 

(イ) 一般会計繰入金等（保険基盤安定繰入等）[114,550 千円] 

(ウ) 一般財源（国保税）[387,105 千円] 
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（４）保健事業費[19,852 千円] 

特定健診・特定保健指導、人間ドック、その他医療費適正化事業 

ア 経費 

(ア) 特定健診・特定保健指導[13,206 千円] 

(イ) 人間ドック[3,005 千円] 

（ウ） 医療費適正化事業[3,641 千円] 

○エイズ予防啓発、ジェネリック医薬品普及啓発、医療費通知 

○糖尿病性腎症重症化予防事業[1185 千円]【新規】 

糖尿病の重症化による腎臓機能低下を未然に防ぐため、看護師による保

健指導に重点的に取り組みます（財源：特別調整交付金 10/10）。 

○特別調整交付金（結核・精神）申請事業[801 千円]【新規】 

県の特別調整交付金にある「結核・精神の医療費が多額であること」の 

申請可否を判断するため、業者委託により医療費データを抽出・分析しま

す（財源：特別調整交付金 10/10） 

イ 財源 

   (ア)  県支出金[8,685 千円] 

（イ） 一般財源（国保税）[11,167 千円] 

     →特定健診・特定保健指導（県支出金上限越え分）[7,748 千円] 

     →人間ドック[3,005 千円] 

     →医療費適正化事業（エイズ予防啓発、医療費通知）[414 千円] 

 

（５）諸支出金[2,915 千円] 

還付金、還付加算金、国県支出金等返納金、一般会計繰出金等 

ア 経費 

(ア) 還付金、還付加算金[2,410 千円] 

(イ) 国庫支出金等返納金（特定健康診査等負担金）[100 千円] 

（ウ） 一般会計繰出金（システム改修費）[405 千円] 

  ※国保税の旧被扶養者減免の期間を 2年間とする制度改正への対応 

イ 財源 

   (ア) 県支出金[405 千円]  

（イ） 繰越金[100 千円] 

（ウ） 一般財源（国保税）[2,410 千円] 

  →還付金、還付加算金[2,410 千円] 

 

 

備 考  
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平成３１年度国民健康保険税率について（案） 

あらまし 
平成 31 年度の県へ支払う納付金は約 2400 万円の増となりました。今後も厳し

い財政運営が予想されますが、平成 31 年度は現行税率で予算編成が可能と判断

し、保険税率は据え置きと提案します。 

内 容 

１ 納付金と激変緩和措置について 

  1 月 4 日、平成 31 年度の納付金の額が県から示され、琴浦町は前年度から約

2400 万円の増額となりました。また、国保制度改正が行われたことによる急激

な保険税負担の増に充てられる激変緩和措置も約 1300 万円増額されています。 

 

  納付金（※一般分）                （単位：円） 

 平成 31 年度 平成 30 年度 比較増減 

琴浦町 514,636,998 488,174,125 26,462,873 

県全体 15,334,423,747 14,671,296,393 663,127,354 

  激変緩和措置                   （単位：円） 

 平成 31 年度 平成 30 年度 比較増減 

琴浦町 92,349,155 79,258,014 13,091,141 

県全体 536,464,435 245,165,371 291,299,064 

 

２ 激変緩和措置の増額について 

今回の算定結果では激変緩和措置が増加していますが、これはＨ30 年度、Ｈ

31年度の算定結果がともに激変緩和措置の財源の枠内に収まっているために生

じたものです。 

激変緩和措置の財源自体は減少しており、いずれ算定結果が財源を上回るよ

うになると、大幅な負担増が生じます。 

 

 

３ 今後の納付金の見通しについて 

次の理由等から、今後しばらくは納付金が増えていくことが予想されます。 

（１）高齢者の増加 

   被保険者全体に占める高齢者の割合が増え続けており、全体の被保険者数

が減少しても医療費の総額は伸びる傾向にあります。また、給付割合の高い

高齢受給者（70～74 歳：2割負担）の人数が平成 33 年度にピークを迎えるこ

とから今後数年間は納付金総額が増え続ける見込みです。 

 

財源 算定額 財源 算定額 財源 算定額

→財源の範囲内で措置

８億円
６億円

平成３０年度
財源＞算定額

→算定額どおり措置 →算定額どおり措置

６億円 ６億円
４億円

６億円

平成３２年度
財源＜算定額

平成３１年度
財源＝算定額
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（２）激変緩和措置の減少 

   県によると、平成 31 年度の激変緩和措置の算定額は財源とほぼ同額だっ

たということでした。今後は激変緩和措置の算定額が財源の枠を上回り、財

源の範囲内での措置となることも予測されます。 

 
 

４ 平成 31 年度の国保税率（案）について 

  納付金も増額され、今後の財政運営も厳しいものが予想されますが、各歳入

歳出を精査した結果、平成 31 年度は基金の取り崩しや一般会計からの赤字繰

入を行わなくても現行税率で予算編成を行うことが可能と判断しました。 

したがって、平成 31 年度の国保税率は据え置きと提案させていただきます。 

 

 平成 31 年度国保税率（案）…現行税率に据え置き 

 所得割 資産割 均等割 平等割 賦課限度額 

医療分 6.50％ 23.00％ 21,500 円 21,500 円 61 万円 

支援分 2.40％ 7.00％ 7,200 円 7,500 円 19 万円 

介護分 1.60％ 8.00％ 8,100 円 5,300 円 16 万円 

 

 【補足】国保税に関する制度改正について 

（１）賦課限度額の改正 

医療分の賦課限度額が 58 万円から 61 万円に上がりました。 

（２）軽減基準の改正 

所得に応じて受けられる法定軽減の基準所得額が次のとおり変更されま

す（赤字部分が変更箇所、カッコ内が変更前）。 

 基準所得額 

7 割軽減 33 万円 

5 割軽減 33 万円＋（28（27.5）万円×加入者数） 

2 割軽減 33 万円＋（51（50）万円×加入者数） 
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５ 今後の検討課題 

 （１）資産割の廃止について 

   資産割は所得割と比較して景気の影響が少なく安定的な税収が期待できま

す。その一方で所得の有無に関わらず課税されるため低所得者への負担とな

るという問題点もあります。 

 

  

  平成 29 年度まで県内全ての市町村が 4 方式を採用していましたが、平成 30

年度に鳥取市、境港市が、平成 31 年度に大山町が 3 方式へと賦課方式を変更

しています。 

 
  ※3 方式…所得割、均等割、平等割  

4 方式…所得割、資産割、均等割、平等割 

 

 （２）応能・応益割合について 

   国の推奨する応能割（所得割、資産割）と応益割（均等割、平等割）の割

合は５０：５０ですが、琴浦町はおよそ５８：４２となっています。また、

鳥取県は全国平均と比較して所得が低いため、県標準割合では４４：５６と

なります。 

 

   応益割合を高めれば国保税の軽減による基盤安定繰入（県 3/4、町 1/4 負

担）が増え、全体的には被保険者の負担が減ります。しかし、町の財政運営

も厳しく一般会計からの繰入増は見込めません。また、応益割を増やすと低

所得者の税負担が増えるという問題も生じます。 

 

 （３）納付金算定への医療費水準の反映について 

   納付金の算定をする際、現在は各市町村の医療費水準（医療費の高さ）が

納付金の配分に反映されています。 

   昨年県よりこのことについて廃止の提案がありましたが、平成 31 年度は

現行どおりとなりました。今後も引き続き県と市町村で協議が行われます。 
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